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サマーレビュー2012 調書 

1 部局名・区

名（課名） 

産業部 

企画調整部 

都市整備部 

（産業総務課、産業振興課、農林水産政策課） 

（企画課） 

（都市計画課、土地政策課） 
2 優先順位 1 

3 事項名 未来創造「新・ものづくり特区」について 

4 目的 
市街化調整区域における農業と工業のバランスある土地利用を図るため、総合特区

制度を活用するもの。 

5 現状及び課

題 

昨年度第一次指定を受けた 33 提案について、7 月 4 日に内閣府から国と地方の調

整結果が公表された。 

6 事業概要 

【本市の調整結果】 

大規模な農業振興エリア及び新産業集積エリアの整備、農用地区域への植物工場等

農業関連施設建設並びに工場立地誘導地区への工場建設に関し、農用地区域からの

除外及び農地転用などの市への権限委譲を求める提案について、まちづくりに係る

大規模な土地利用の変更を伴うものであること等を踏まえ、津波対策等迅速な対応

が必要な個別事業について、規制改革は実現しないものの、現行法の弾力的運用を

念頭に、国・県・市による調整の場を設け、本市のスケジュールに合わせて事業が

迅速に実施できるよう調整を図ることで合意した。 

7 関係法令等 農地法、農振法、都市計画法、総合特別区域法 等 

8 想定される

スケジュール 

H24 7月～ 国、県、市による調整会議・対象エリアでの地権者意向調査等 

～H25 2月 開発区域の確定 

H25 3月  議会報告 

  11月    三方原用水第二期工事実施設計の確定 

9 他都市等の

参考事例 

静岡県では本年 9 月の第三次指定申請を目指し内陸のフロンティアプロジェクト

を立ち上げている。 

具体的内容 10 過 去 の サ

マーレビュー

等 で の 審 議

経過 

■なし(新

規提案) 

□あり 

□その他 

 

具体的内容 11 サマーレビ

ューで審議、

確認したい事

項 
(該当項目を□→

■) 

■事業等の 
新規提案 

□既存事業 
の見直し 

□その他 

・これまでの議論の経過報告 

・農業振興エリアの対応を含めた今後のスケジュールの確認 

・議会、地元対応等 

具体的内容 

12 サマーレビ

ュー結果 
(実施後記載。該当

項目を□→■) 

■提案どおり進める 
□提案内容を一部見

直して進める 

□再度、調査研究等

を行い検討 

□その他 

スケジュールに沿って事業を進めるとともに、頻繁に協

議の場を設定する。 
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サマーレビュー2012 調書 

1 部局名・区

名（課名） 
産業部 （農林水産政策課） 2 優先順位 2 

3 事項名 ため池被害想定調査事業 

4 目的 
市が管理する農業用ため池の大規模地震による被害想定を行い、必要に応じて耐震

対策事業を実施して、地震対策を講ずる。 

5 現状及び課

題 

・市が管理する農業用ため池は 37箇所ある。 

・昨年度、会計検査院から、耐震診断をしていないこと、被害想定を公表していな

いこと等の指摘を受けた。 

・農水省は、震災対策農業水利施設整備事業を新設した。 

・県は、地元（市）負担 10％で、ため池の耐震調査及び耐震対策事業を実施でき

ることとした。 

6 事業概要 

・37箇所全てのため池の簡易耐震診断及び被害想定を作成する。 

・危機管理課のハザードマップに掲載するとともに、将来の耐震対策事業の優先順

位付けに活用する。 

・必要に応じて県営、市営で耐震対策事業を実施する。 

7 関係法令等 災害対策基本法、土地改良法 

8 想定される

スケジュール 

・H25.4～、市、県が所有する既存資料を収集。先進地の状況確認及び資料収集。 
・H25.6～、委託業務発注。市からの貸与資料及び業務により収集した資料を合わ

せ整理。被害範囲の図面作成。点数評価による対応の優先順位付け。 

※必要に応じ、県営（補助）事業を要望していく。 

9 他都市等の

参考事例 

神戸市では地質、下流域の民家戸数等により被害を想定（神戸の震災以降対応）、

広島市では県の資料から大規模なもののみ耐震調査を行い簡易な被害想定を実施。 
具体的内容 

10 過 去 の サ

マーレビュー

等 で の 審 議

経過 

□なし(新

規提案) 

■あり 

□その他 

昨年度、「農業農村被害想定作成事業」と銘打ち、ため池等の耐震対策、

農業用施設等の豪雨対策、農地を活用した津波対策の3項目を一緒にし

て提案した。その結果、「過去の震災等によるため池被害がどの程度あ

ったのか詳細を調査し今後の対応を検討する。」とされた。 

具体的内容 11 サマーレビ

ューで審議、

確認したい事

項 
(該当項目を□→

■) 

■事業等の 
新規提案 

□既存事業 
の見直し 

□その他 

被害想定調査の実施についての検討 

・農水省と県の新しい動きを受け、県からは、市としての優先順位を

示してほしいとの要請がきている。 

・市としては被害想定を行い事業実施の優先順位をつけ、必要な場合

は耐震対策事業を行いたい。 

具体的内容 

12 サマーレビ

ュー結果 
(実施後記載。該

当項目を□→■) 

□提案どおり進める 
■提案内容を一部見

直して進める 

□再度、調査研究等

を行い検討 

□その他 

全 37か所のため池をリスト化し、人的被害が見込まれるも

のについて重点的に調査する。 
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東日本大地震に伴うかんがい用ダム及びため池の被害事例 
 
【人的被害事例】 
・ 福島県須賀川市長沼地区藤沼湖ダム堤防決壊 
（平成２３年３月１１日１４時１６分の地震直後に決壊） 
「かんがい用ダム：最大貯水量１５０万㌧，受益戸数約７００戸」 
〈被害規模〉 
死者 7 名，行方不明 1 名 

家屋１９棟全壊，農地被害約９０ha 
以上、人的被害は上記１例 
 
【施設被害事例：国営造成土地改良施設関連（比較的大規模な施設）】 

経過観察 軽微な補修 大規模補修 全 壊 
県 名 

ダム ため池 ダム ため池 ダム ため池 ダム ため池

岩手県 2 1 1
山形県   1
宮城県   2 1 1
福島県   1 3 2

計 2 1 3 2 3 3 0 1
施設被害事例 １５件（藤沼湖ダム決壊は含まず） 
大規模補修以上の被害箇所については、営農に影響有り 
 
【その他のため池被害件数】 
青森県：1 箇所，岩手県：345 箇所，宮城県：174 箇所，秋田県：1 箇所 
山形県：2 箇所，福島県：745 箇所 合計：1,268 箇所（被害規模は不明） 

（福島県の被害件数には原発立ち入り制限区域は含まない。） 

 
※ 通常、堤体の高さにより、ダムとため池の使い分けをしている。 
（堤体高１５ｍ以上がかんがい用ダムで、１５ｍ以下がため池となる。） 
 
※浜松市内においては、ため池近隣の下流域に集落がある場所があり、決壊し

た場合で人的被害が予想されるため池が、浜北区、北区に数箇所あると思われ

る。 
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サマーレビュー2012 調書 

1 部局名・区

名（課名） 
産業部 （農林水産政策課） 2 優先順位 3 

3 事項名 野生動物の食肉利活用事業について 

4 目的 
野生動物の捕獲と食用化を促すことで、野生動物の個体数の適正化を図り、農林産

物への被害を軽減する。 

5 現状及び課

題 

現状 
・ 野生動物による農林産物への被害が深刻化している。 

イノシシによる被害は 32,270 千円（平成 23年度） 
シカによる被害は560千円（農業被害H23），12,305 千円（林業被害H21） 
イノシシの年間捕獲頭数は 791頭（平成 23年度） 
シカの年間捕獲頭数は 377頭（平成 23年度） 

・ 屠殺後は、ほとんどが埋設処分されている。 
・ 猟友会組織の減少と猟師の高齢化、新規免許取得者及び猟銃所持者の減少。 
・ 鳥獣被害防止特措法による捕獲鳥獣の食品としての利用等が指針に示されて

いる。 
・ 市内には、野生動物の屠殺施設がない。 
課題 
・ 食の安全性を確保するため、衛生的な施設と作業に精通した人材（有資格者）

が必要。 
・ 施設の採算性の確保のため、原料の安定的な供給と、販路の確実性が必要。 
・ 施設整備コストが大きい。 

6 事業概要 

1 イノシシの処理施設の整備と運営主体の検討。 
2 イノシシの屠殺、処理。加工する人材の確保。 
3 精肉や加工品の販売 

販路を確保するため、精肉として販売するほか、加工品を防災用備蓄食料とし
て活用、料理人や消費者を交えたジビエ料理研究会の立ち上げ。 

7 関係法令等 

食品衛生法、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、動物の愛護及び管理に関

する法律、と畜場法、浜松市食品衛生法の施行に関する条例 

管理運営基準 静岡県食品衛生規則 等 

8 想定される

スケジュール 

H25 年度 

・処理施設の整備・運営手法の検討 

・ 農林業者、猟友会、自然保護団体等関係団体との協議調整 

・ 整備・運営主体の確保 

・と体処理者等従事者、食肉加工（缶詰製造）業者の確保 

H26年度 

・民間による施設整備への支援 

H27年度 

・生産と販売を開始 

9 他都市等の

参考事例 

伊豆市全域において、年間 1億円以上の鳥獣（シカ）被害が及ぶ。毎年 2千頭近く

のシカが捕獲後山に埋められていたため、命ある動物を最大限に活用するため施設

を建設。食肉加工後、卸し販売店で販売。 

H20.8 月 市長が建設意向を表明 

H21年度 食肉加工センター準備室設置 

H23.4 月運営開始 伊豆市食肉加工センター「イズシカ問屋」伊豆市下船原420 
敷地：500.0㎡ 建物：木造平屋建て200.6㎡ 事業費：58,825千円 

具体的内容 10 過 去 の サ

マーレビュー

等 で の 審 議

経過 

■なし(新

規提案) 

□あり 

□その他 

 

-7-



具体的内容 11 サマーレビ

ューで審議、

確認したい事

項 
(該当項目を□→

■) 

■事業等の 
新規提案 

□既存事業 
の見直し 

□その他 

イノシシ肉などを対象とした加工販売施設の設置について 

・野生動物の食肉利活用に向けた提案事業の検討 

具体的内容 

12 サマーレビ

ュー結果 
(実施後記載。該

当項目を□→■) 

□提案どおり進める 
□提案内容を一部見

直して進める 

■再度、調査研究等

を行い検討 

□その他 

進出意向のある民間業者や販路の確保などを調査し、可

能性について研究を深める。 
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